
 

○朝霞市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則 

平成１７年６月２４日 

規則第２３号 

改正 平成２０年１０月１５日規則第３１号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、朝霞市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条

例（平成１７年朝霞市条例第１７号。以下「条例」という。）の施行に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（指定の申請） 

第２条 条例第２条の申請書の様式は、様式第１号によるものとする。 

２ 条例第２条第２号の市長が必要と認める書類は、次の各号に掲げる指定管

理者の指定（以下単に「指定」という。）を受けようとするものの区分に応

じ、当該各号に定める書類とする。 

（１） 法人の場合 

ア 法人の登記簿謄本 

イ 定款、規約その他これらに類する書類 

ウ 申請の日の属する事業年度の直近の事業年度の貸借対照表及び損益計

算書 

エ その他市長が必要と認める書類 

（２） 法人以外の団体の場合 

ア 団体の設立を定めた規約その他これらに類する書類 

イ 申請の日の属する事業年度の直近の事業年度の収支決算書 

ウ 団体の事業報告書を作成している場合は、当該報告書 

エ 団体の役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類又はこれ

らに相当する書類 

オ その他市長が必要と認める書類 

（指定等） 

第３条 市長は、条例第３条の規定により候補者を選定したときは、当該申請

者に対し、公の施設の指定管理者指定候補者選定結果通知書（様式第２号）



 

によりその旨を通知するものとする。 

２ 市長は、条例第３条の規定により指定したときは、当該指定した法人又は

その他の団体（以下「指定団体」という。）に対し、公の施設の指定管理者

指定等通知書（様式第３号）によりその旨を通知するとともに、次に掲げる

事項について、速やかに告示するものとする。 

（１） 指定をした日 

（２） 管理を行わせる公の施設の名称 

（３） 指定団体の名称及び事務所の所在地 

（４） 指定の期間 

３ 市長及び指定団体は、当該公の施設の管理に関する協定を締結しなければ

ならない。 

（事業報告書） 

第４条 条例第４条の事業報告書の様式は、様式第４号によるものとする。 

（指定の取消し等） 

第５条 市長は、条例第６条第１項の規定により指定を取り消し、又は期間を

定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止（以下この条において「指定の

取消し等」という。）を命じた場合は、公の施設の指定管理者指定取消等通

知書（様式第５号）によりその旨を通知するとともに、次に掲げる事項につ

いて、速やかに告示するものとする。 

（１） 指定の取消し等を命じた日 

（２） 指定の取消し等を命じられた指定団体が管理を行っていた公の施設

の名称 

（３） 指定の取消し等を命じられた指定団体の名称及び事務所の所在地 

（４） 期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命じた場合は、そ

の期間と当該業務の範囲 

（教育委員会所管の公の施設への適用） 

第６条 この規則を教育委員会が所管する公の施設に適用する場合においては、

第２条から前条までの規定中「市長」とあるのは、「教育委員会」とする。 

（委任） 



 

第７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年規則第３１号） 

この規則は、平成２０年１２月１日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第３条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

 


